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ＮＨＫ　ＮＨＫ世論調査 原爆投下日を７割が不正解
8月3日 4時18分
被爆７０年に合わせてＮＨＫが行った世論調査で、広島と長崎に原爆が投下された日付について聞いたところ、正しく答えられなかった人がそれぞれ全国で７割程度に上り、専門家は原爆について意識を高めていく必要があると指摘しています。
ＮＨＫはことし６月下旬に、広島市と長崎市、それに全国の２０歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で調査を行い、それぞれ１０００人余りから回答を得ました。
　まず、広島に原爆が投下された日付について聞いたところ、「昭和２０年８月６日」と正しく答えられた人は、広島で６９％、長崎で５０％、全国で３０％でした。
　また、長崎に原爆が投下された日付について聞いたところ、「昭和２０年８月９日」と正しく答えられた人は、広島で５４％、長崎で５９％、全国で２６％でした。
　さらに、「アメリカが原爆を投下したことについて現在、どう考えていますか」と聞いたところ、「今でも許せない」と答えた人は、広島で４３％、長崎で４６％、全国で４９％でした。
　一方、「やむを得なかった」と答えた人は、広島で４４％、長崎で４１％、全国で４０％で、広島では、ごく僅かですが、数字の上では「やむを得なかった」と答えた人が、「許せない」と答えた人を上回りました。
　そして、「近い将来、世界のどこかで核戦争が起きる危険があると思いますか」と尋ねたところ、「かなりある」または「少しある」と答えた人は、広島で７０％、長崎で７０％、全国で６６％でした。
　広島大学大学院の布川弘教授は「広島や長崎でも原爆投下の事実を知らない人がいるなど、非常に憂慮すべき事態だ。７０年の節目に原点に立ち返って原爆について意識を高めていく必要がある」と話しています。 

安保法案 高校生の呼びかけで初のデモ
ＮＨＫ　8月2日 20時21分
国会で審議中の安全保障関連法案に反対する高校生たちがグループを結成し、高校生の呼びかけによる初めてのデモが東京・渋谷で行われました。
このデモは、高校生たちが先月結成した「Ｔ－ｎｓ ＳＯＷＬ（ティーンズソウル）」というグループが、ツイッターやフェイスブックなどを通じて呼びかけて初めて行いました。
　東京都内は夕方になっても気温が３０度を超える厳しい暑さとなりましたが、渋谷区で行われたデモには主催者の発表でおよそ３０００人が参加しました。
　制服姿の高校生たちがラップ調のリズムで「集団的自衛権はいらない」とか「憲法を守れ、命を守れ」などと呼びかけると、プラカードを持った参加者も声を上げて安全保障関連法案を廃案にするよう訴えました。
　甲府市から参加した高校２年生の女子生徒は「同い年の人が呼びかけていることを知って、自分も動こうと思いました。デモを見た一人一人が考えてほしい」と話していました。
　また、都内から参加した高校２年生の男子生徒は「強行採決で押し切ろうという考え方が納得できません。少しでも声を上げて、それが力になればと思います」と話していました。 

参院特別委 きょう礒崎補佐官を参考人招致
ＮＨＫ　8月3日 4時18分
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安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は３日、法案を巡り「法的安定性は関係ない」などと発言した礒崎総理大臣補佐官を参考人として呼んで質疑を行います。与党内からは、礒崎氏が納得のいく説明を出来なければ、今後の法案審議に影響を与えることは避けらないという見方も出ています。
安全保障関連法案を巡り、礒崎総理大臣補佐官が「法的安定性は関係ない」などと発言したことを受けて、法案を審議している参議院の特別委員会は、３日の委員会に礒崎氏を参考人として招致することにしています。
委員会では、礒崎氏が発言の真意などを説明したあと、鴻池委員長が質問するのに続き、民主党が各党を代表する形で、１５分間質疑を行うことになっています。
　与党側は、礒崎氏の発言は誤解を招く表現ではあるものの、法案の法的安定性に揺るぎはなく、礒崎氏本人がみずからの発言を陳謝したうえで、真意を丁寧に説明すれば理解は得られるとしています。委員会の与党側の筆頭理事を務める自民党の佐藤正久元防衛政務官は２日、「誤解を招く発言で看過できず、誤解のなきよう、しっかりと説明してもらいたい」と述べました。
　これに対し民主党などは、礒崎氏の発言について、３日の委員会で、法案の根幹を揺るがす発言だと厳しく追及することにしています。民主党の福山幹事長代理は「法的安定性は今回の法案のいちばんの争点であり、補佐官がこうした発言を繰り返すこと自体、言語道断だ」と述べました。民主党などは、礒崎氏の説明を納得できないと判断すれば、引き続き礒崎氏の更迭を安倍総理大臣に迫るとともに、安倍総理大臣の任命責任もただすなど、攻勢を強める考えです。
　このため与党内からは、礒崎氏が納得のいく説明をできなければ、野党側から礒崎氏の進退を問う追及が続き、今後の法案審議に影響を与えることは避けられないという見方も出ています。 

礒崎補佐官あす参考人招致 与野党が議論
ＮＨＫ　8月2日 12時09分
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ＮＨＫの「日曜討論」で、安全保障関連法案を審議する参議院の特別委員会が３日、法案を巡り「法的安定性は関係ない」などと発言した礒崎総理大臣補佐官を参考人として招致することに関連して、自民党が法案には法的安定性があると説明してもらいたいという考えを示したのに対し、民主党は言語道断の発言だとして礒崎氏の辞任や更迭を求めていく考えを示しました。
自民党の佐藤正久・元防衛政務官は、礒崎総理大臣補佐官の発言を巡って「法的安定性を確保するのは当然であり、自衛を目的とする限定的な集団的自衛権は合憲という立場だ。礒崎氏の発言は誤解を招く発言で看過できない。法的安定性を非常に大事にして、１年半にわたり法的なかしがないかをずっと議論してこの法案を出しており、その点は誤解のなきよう、あすしっかりと説明してもらいたい。おそらく陳謝すると思う」と述べました。

　公明党の荒木・参議院政策審議会長は、「法案は従来の政府の憲法解釈と整合性が取れていることなど、法的安定性は最も重視していたことなので、公明党としても看過できない発言だ。まずは、あすの参考人質疑での磯崎氏の発言をしっかりと見極めたい。礒崎氏の陳謝と釈明、発言の取り消しは当然だ」と述べました。

　民主党の福山幹事長代理は、「法的安定性は、まさに今回の法案の一番の争点であり、礒崎氏は辞任か更迭すべきだと思っている。礒崎氏はこのような発言を度重ねているので、確信犯的にそのように思っているのだろう。国会に出てこない補佐官がこうした発言を繰り返すこと自体、言語道断であり、引き続き追及していく」と述べました。

　維新の党の小野幹事長代理は、「最も厳格でなければならない国の軍事力の発動について、『法的安定性は関係ない』と言い出したら、外国との関係でも、国民と政府の間でも、来年どうなるか分からないということになり、内閣の体質そのものではないかと思われてしまい、極めて重大な問題だ」と述べました。

　共産党の井上参議院幹事長は、「礒崎氏の発言は、まさに彼の確信を述べたものだ。礒崎氏は海外派兵について、国際情勢により必要最小限度が変わると言っており、限定的というが、実際には歯止めなく海外派兵が広がっていく憲法違反の法案だ」と述べました。

　次世代の党の和田政策調査会長は、「法的安定性が議論になっているが、当然、安全保障関連法案に法的安定性はある。集団的自衛権について昭和４７年の政府見解で制限したが、去年の閣議決定で過度な制限を外して適正化したと見るべきだ」と述べました。

　社民党の福島副党首は、「礒崎氏の発言は論外で、更迭しかない。法的安定性を壊しているのは、安倍内閣そのものだ。誰よりも憲法を守るべき安倍総理大臣が憲法を破壊するならば、何に基づいて政治が行われるのか分からない」と述べました。

　生活の党と山本太郎となかまたちの山本代表は、「国民の生命財産や幸福追求権を守るというのが、安倍政権の決まり文句だが、中身は空っぽだ。国民から『憲法や立憲主義を守れ』と大きな声が出されている時点で行き詰まっている」と述べました。

　日本を元気にする会の山田政策調査会長は、「安倍総理大臣は議論のスタートから国民との信頼関係を壊した。白紙委任のような形で国会をスタートさせたところがボタンの掛け違えであり、１回、仕切り直すべきだ」と述べました。

　新党改革の荒井代表は、「礒崎氏の話を聞かなければならないが、場合によっては、みずからお辞めになるぐらいの重大な問題だ」と述べました。 

＜礒崎氏＞３日参考人招致　「公明も看過できない発言」
毎日新聞 8月2日(日)19時39分配信 

　◇参院特別委　「法的安定性は関係ない」発言
　参院平和安全法制特別委員会は３日、安全保障関連法案について「法的安定性は関係ない」と発言した礒崎陽輔首相補佐官の参考人招致を行う。発言に反発する野党が更迭を要求しているほか、与党内にも不満が高まっており、質疑の行方が注目される。
　公明党の荒木清寛参院政審会長は２日のＮＨＫの番組で、礒崎氏の進退について「（特別委での）発言を見極めたい」と述べた上で、「公明も法的安定性は最も重視したので看過できない発言だ」と批判した。自民党の佐藤正久元防衛政務官も同番組で「特別委で説明を果たしてほしい。釈明というより陳謝すると思う」と述べた。
　これに対し、民主党の福山哲郎幹事長代理は「法的安定性は一番重要だ。辞任ないし安倍晋三首相が更迭すべきだ。こういう発言を繰り返すのは言語道断で、引き続き追及したい」と辞任を要求。維新の党の小野次郎幹事長代理も「最も厳格でなければいけない軍事力の発動について、補佐官が言うとなると内閣の体質だと思われる。極めて重大だ」と批判した。
　共産党の井上哲士参院幹事長も「礒崎氏の発言は彼の確信を述べたものだ。国際情勢により必要最小限度は変わると言っており、歯止めなく海外派兵が広がり憲法違反だ」と述べた。【高橋克哉、村尾哲】
礒崎氏進退、発言見極める＝公明―野党は更迭・辞任要求
時事通信 8月2日(日)11時36分配信 

　公明党の荒木清寛参院政審会長は2日のNHK討論番組で、礒崎陽輔首相補佐官が安全保障関連法案に絡み「法的安定性は関係ない」と発言したことについて「看過できない発言だ。陳謝と発言取り消しは当然だ」と指摘した。
　礒崎氏の進退に関しては「まずは（参院平和安全法制特別委員会の）参考人質疑での発言をしっかり見極めたい」と述べるにとどめた。
　特別委は3日に礒崎氏を参考人として招致する。自民党の佐藤正久国防部会長は同じ番組で「誤解を招くような発言は看過できない。おそらく釈明、陳謝するだろう」と述べた。
　民主党の福山哲郎幹事長代理は「彼はこういう発言を繰り返しており、言語道断だ」と批判。社民党の福島瑞穂副党首は補佐官更迭を求め、新党改革の荒井広幸代表は「場合によっては自ら辞めるべき重大問題だ」と指摘した。　
公明、補佐官に陳謝と撤回を要求　法的安定性発言
　公明党の荒木清寛参院政審会長は２日のＮＨＫ番組で、安全保障関連法案をめぐる礒崎陽輔首相補佐官の「法的安定性は関係ない」との発言について、礒崎氏に３日の参院特別委員会での参考人質疑で陳謝し、撤回するよう求めた。進退に関しては「発言をしっかりと見極めたい」と述べるにとどめた。
　荒木氏は「法的安定性は（法案の与党協議で）公明党が最も重視した。看過できない発言だ」と批判した。司会者に「陳謝、釈明、取り消しが必要か」と問われ「当然だ」と明言した。
　自民党の佐藤正久国防部会長も「誤解を招く発言で看過できない」と同調し、真意の説明が必要との認識を示した。
2015/08/02 12:16   【共同通信】
野党、首相の任命責任追及へ…礒崎補佐官発言
読売新聞 8月2日(日)16時53分配信 

　安全保障関連法案を審議する参院平和安全法制特別委員会は３日、法案に関して「法的安定性は関係ない」と発言した礒崎陽輔首相補佐官を参考人招致する。
　政府・与党は、礒崎氏自身の釈明により事態の沈静化を目指すが、民主党など野党は安倍首相の任命責任を追及する構えだ。
　３日の参考人招致は、礒崎氏による説明の後、１５分間質疑が予定されている。礒崎氏はツイッターで「法的安定性を否定したものではない」と述べているが、政府・与党は、公式な場で真意を説明した方が野党の批判を打ち消すことができると考え、異例の首相補佐官の参考人招致に応じた。
　これに対し、民主、維新、共産など野党各党は足並みをそろえて礒崎氏の発言を問題視している。
最終更新:8月2日(日)16時53分
自民総裁選の日程 安保法案審議など考慮へ
ＮＨＫ　8月2日 4時26分
自民党は、安倍総理大臣の総裁としての任期が来月満了することに伴い、総裁選挙に向けた準備を本格化させることにしていて、安全保障関連法案の参議院での審議状況なども考慮しながら、日程の調整が進む見通しです。
自民党は、安倍総理大臣の総裁としての任期が来月３０日に満了するのに伴い、総裁選挙に向け、今月半ばまでに国会議員１１人からなる選挙管理委員会を発足させ、準備を本格化させることにしています。
　総裁選挙について、党の規程では、投票を任期満了日の前、１０日以内に行うと定められていることから、党内では、最も早いケースで来月８日告示、２０日投票とする案が出ています。
　その一方で、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案の審議を考慮し、法案が参議院に送られて６０日たっても採決されない場合、衆議院の３分の２以上の賛成で再可決できる、いわゆる「６０日ルール」が使えるようになる来月１４日以降に告示する案も浮上しています。
　総裁選挙を巡って、党内では今のところ、立候補に向けた具体的な動きはなく、安倍総理大臣が無投票で再選されるのではないかという見方が出ており、法案の参議院での審議の状況や外交日程なども考慮しながら、日程の調整が進む見通しです。 

対案提出、近日中にも＝維新・小野氏
　維新の党の小野次郎安全保障調査会長は２日のＮＨＫ討論番組で、安全保障関連法案に対する党独自の対案について、「近日中にも国会に提出する予定だ。その上で与党と議論したい」との考えを明らかにした。ただ、修正協議の結果、採決で賛成する可能性については「維新案の丸のみが条件だ」と語った。　（時事通信2015/08/02-12:12）2015/08/02-12:12

長崎平和宣言の骨子を発表
長崎新聞　2015年8月1日
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	２０１５年　長崎平和宣言（骨子 



	


　長崎市の田上富久市長は３１日、被爆７０年となる長崎原爆の日（８月９日）の平和祈念式典で読み上げる長崎平和宣言の骨子を発表。国会で審議中の集団的自衛権行使を可能にする安全保障関連法案について、国民に広がる不安や懸念の声に耳を傾け、慎重に審議するよう政府や国会に求める趣旨を宣言に盛り込むと明らかにした。

　田上市長は会見で「平和宣言では何らかの形で平和の理念を盛り込んできた。その理念が『揺らいでいるのでは』と多くの人が思っているのは事実」と理由を説明。一方で「さまざまな意見がある」として法案の是非には踏み込まず、国民への丁寧な説明などを求める。

　ことしの平和宣言は、被爆者ら戦争体験者の高齢化が進む中、原爆や戦争の記憶を語り継ぐ「継承」が柱。その重要性を若い世代に伝え、自分たちで考え行動を起こすよう呼び掛ける。各国首脳らには、核兵器の非人道性を根拠に積み上げてきた核兵器廃絶への議論の継続と被爆地訪問を要請。日本政府には核抑止力に頼らない安全保障の検討を求め、１４年ぶりに被爆地域拡大の問題にも言及する。原発事故の影響が続く福島への支援継続も表明する。

　田上市長は「被爆者が減少する中で迎える被爆７０年。被爆と戦争の実相を次世代に継承するとともに核兵器廃絶への被爆地の思いを世界に発信したい」と述べた。

　宣言は、起草委員会の３回の会合を経て推考し決定。文面は１０カ国語に翻訳し、市ホームページに掲載、発信する。
海外軍事企業買収認める　政府方針　民間武器製造拡大の恐れ
東京新聞　2015年8月2日 朝刊
　政府は、日本企業に課している海外の武器製造企業の買収規制を見直す方針を決めた。関連法の運用指針を現在の「厳に抑制」から「状況に応じ適切に判断」などと変更。法律改正はせず、解釈を変えることで、現在の原則禁止規制を改める。武器輸出を原則認める防衛装備移転三原則を決定したことに伴うもので、見直しにより日本の防衛関連企業の海外進出が可能になる。　（望月衣塑子）
　武器を製造する海外企業に日本企業が出資や買収をする場合、外為法などに基づき、政府への事前届け出が必要とされる。届け出を受けた政府は審査で、「国際的な平和、安全を損なう」と判断すれば、計画の変更や中止を勧告できる。
　政府がこうした法律を運用する際、指針としているのが一九七七年の福田赳夫首相（当時）の国会答弁だ。福田氏は「投資先企業が武器を生産するのが目的であれば許可しない」「（武器輸出を原則禁じた従来の）武器輸出三原則の精神にもとるような投資は厳に抑制する」などと指摘。この答弁を政府は従来の三原則の下で「三原則に準ずるもの」とし現在まで堅持している。
　しかし新三原則決定を受け、武器輸出支援策を議論している防衛省の検討会で、防衛関連企業が「現状のままでは武器を製造する会社を海外で設立できない」などと、指針の見直しを要求。防衛省も「武器輸出を進めるには、現地企業との資本提携は不可欠。これを阻んでいる従来方針の変更は必須だ」と判断した。
　今後、安全保障会議での議論を経て、新たな指針を打ち出すが、「厳に抑制する」から「状況に応じ適切に判断する」などと変更することを検討している。
　武器輸出規制に関連する指針は、このほか武器技術や武器製造関連設備の輸出、軍事施設の建設にもあり、現在は原則禁止としている。外為法などで同じく規制しているこうした指針についても政府は合わせて見直していく。
　運用指針見直しで、外為法の「国際的な平和を損なう」などの解釈も変更される。これにより、日本の防衛関連産業は、これまで事実上閉ざされていた海外進出が可能になる。日本企業の関わる武器生産が増え、海外の戦争への日本経済の依存が高まる懸念がある。
＜防衛装備移転三原則＞　安倍政権が、昨年４月に閣議決定した武器の新たな輸出ルール。従来の武器輸出三原則は武器輸出を原則禁止し、例外を個別に認めていたが、新三原則では一定の条件下で輸出を認める原則容認に転換。（１）紛争当事国や国連決議に違反する場合は輸出しない（２）輸出を認める場合を限定し、厳格審査する（３）輸出は目的外使用や第三国移転について適正管理が確保される場合に限る－などと規定した。
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戦犯リストから消えた「天皇」＝米国追随と共産化防止―蒋介石が早期決定・中国
時事通信 8月2日(日)15時29分配信 

　日本との戦争最終局面の1945年6月、当時中国を統治した中華民国・国民政府が作成した日本人戦犯リストのトップに「日皇裕仁」（昭和天皇）が掲げられたが、終戦直後の9月のリストからは消えていたことが分かった。
　蒋介石主席の意向で決まったもので、連合国・米国に追随する方針のほか、共産主義の拡大防止という背景があった。米スタンフォード大学に保管される「蒋介石日記」でも同年10月下旬、「日本戦争犯罪人を既に裁定した」と記されており、終戦後の早い段階で「天皇免訴」が決定していた。
　時事通信が中華民国の外交文書を公開する台湾の「国史館」や国民党史料を所蔵した「党史館」で入手した複数の戦犯リストや内部文書のほか、「蒋介石日記」の記述で判明した。
　国民政府は終戦前から、戦犯リスト策定に着手しており、45年6月に軍令部が「侵戦（侵略戦争）以来敵国主要罪犯（犯罪人）調査票」を作成。戦犯トップに「陸海空軍大元帥」として「日皇裕仁」を掲げ、「侵略戦争の主犯・元凶」と明記した。日本の軍国主義による侵略の根源が天皇にあるとの見方は中国で根強く、議会に相当する民意機関「国民参政会」も7月17日、「天皇を戦争犯罪人に指名する」決議を可決した。
　これに対して蒋介石は「日記」で9月21日、「当面の急務」として「戦争犯罪人（決定）」を挙げ、10月8日には「外交急務」として「日本軍戦争犯罪人の決定」と記した。同月14日に東条英機（元首相）ら12人を「特務工作の悪事を尽くした」として戦犯指定した。「日記」からは蒋介石の意向が選定に反映されていたことが分かり、9月の戦犯リストから天皇の名前は除外されていた。
　蒋介石が「戦争犯罪人決定」を「急務」とした10月8日、国民参政会の決議に対し、戦犯問題を調査した司法行政部と外交部は天皇の戦犯認定について「蒋主席とトルーマン米大統領が、日皇の運命は日本の民意が自ら選択すべきであると共に表明した」と否定的な方向に傾いた。また当初、天皇を戦犯リストに掲げた軍令部は「皇室は将来的に日本の侵略国策を復活させる源泉だ」としつつ、「同盟国（連合国）によるポツダム宣言の円滑な命令執行と、共産主義勢力拡大の防止」のため、天皇免訴が必要だと方向転換した。
　最終的には蒋介石の統括する国防最高委員会が45年12月28日、「日本問題処理の意見書」を決定。「同盟国の誤解と日本人の反感を回避」するため、「天皇と天皇制存廃の問題は、原則として同盟国の共同意見に従い処理する」との方針を確定した。
　蒋介石政権は46年5月からの極東国際軍事裁判（東京裁判）に向け、東条ら計32人の戦犯リストを2回に分けて連合国軍総司令部（GHQ）に提出した。　
「敵」と「友」の日本観＝日中揺さぶる「戦争責任」－軍指導者追及、天皇制は尊重
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中国四川省で演説する蒋介石＝撮影日時不明（ＡＦＰ＝時事）
　中国は第２次大戦の「戦勝国」である一方、日本軍から甚大な被害を受けた。抗日戦争を指揮した蒋介石（中華民国・国民政府主席）は日本を「敵」と位置付けたが、日本に留学した経験から近代化など学ぶべきものは多いと捉え、日本を「師・範」であり、「友」とも見た。こうした複雑な日本観を持った蒋介石は、日本の軍・政治指導者の戦争責任を追及したが、それと区別して国民や国民を統合する天皇・天皇制を尊重した。しかし、戦後７０年を経てなお、戦争責任をめぐる問題は両国を揺さぶり続ける。
　◇日記につづった「雪辱」
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米戦艦ミズーリ号の艦上で連合国との降伏文書に調印する重光葵外相（中央）＝１９４５年９月２日
　「きょう、最大の敵国・日本が横浜港でわれわれ連合国に無条件降伏した。（日清戦争と下関条約以来）５０年来の最大の国辱と余（私）個人が長年受けた侮辱は、これをもって恥をそそぐことができた」。蒋介石は、敗戦した日本が東京湾に停泊中の米戦艦ミズーリ号で、連合国との降伏文書に調印した１９４５年９月２日の「日記」にこう記した。
　蒋介石は２８年５月、山東省に出兵した日本軍と自らが率いる国民革命軍が衝突した「済南事件」以降、ほぼ毎日、日記の冒頭に「雪恥」（恥をそそぐ）とつづり、日本など列強に対する雪辱に決意を込めた。極東国際軍事裁判（東京裁判）でＡ級戦犯７人が処刑された翌日の４８年１２月２４日の日記には「５０余年の中国侵略の結果であり、対日国辱は清算したと言える」と記した。
　◇「知日派」と米国の影響
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米国大使館にマッカーサー連合国軍最高司令官（左）を訪問された昭和天皇＝１９４５年９月２７日、東京都内
　一方、蒋介石は若い頃、中国人留学生向け軍事養成学校「振武学校」（東京・新宿）に入学し、新潟県高田（現上越市）の陸軍第１３師団に士官候補生として入隊した。明治維新で近代化に成功した日本を評価し、武士道精神も信奉した「知日派」であり、３４年には「日本は敵か友か」という文章を公表した。
　蒋介石が主導して４５年９月に作成された日本政治指導者の戦犯リストでは、日中全面戦争につながった盧溝橋事件当時の首相だった近衛文麿をトップに据えるなど、戦争を主導した政治・軍部指導者に厳しい姿勢で臨んだ。一方、日本での天皇制の重さも理解し、４３年のカイロ会談ではルーズベルト米大統領に対して戦後の天皇制の存廃に関し「日本国民が自ら決定するよう任せるべきだ」と力説した。
　蒋介石の天皇制尊重の背景には、連合国の大国・米国の大きな影響もあった。横浜市立大学の山極晃名誉教授の研究によると、広島に原爆が投下された直後の４５年８月８日、当時のバーンズ米国務長官は、「日本通」のグルー国務次官の提言を受け、国民政府の拠点・重慶駐在の米大使に向けて「（中国で戦争犯罪人として天皇の名前が記載される）問題が提起されれば、不幸なことと考える。未然に防ぐため、慎重に努力を尽くすよう望む」と訓令を出した。
　実際にそれに先立つ同年６月、国民政府軍令部の作成した戦犯リストの陸軍トップには、天皇が記載されていた。グルー次官らは天皇が中国の戦犯リストに載り、これが日本に伝われば、早期降伏の弊害になると考えた。米政府はその後も、天皇制が廃止されれば戦後日本が混乱すると懸念したほか、日本に共産主義化の波が押し寄せると危惧した。蒋介石はそれに追従し、国民政府の戦犯リストから天皇の名前は削除された。
　◇「天皇免責で右傾化」
　抗日戦争勝利７０年を迎えた中国共産党政権。抗日戦争史の公式解説書「中国抗日戦争史簡明読本」が今年５月に出版され、東京裁判で天皇の戦争責任が追及されなかった結果、「戦後、日本の一部政界要人や右翼勢力が、侵略戦争に対する誠意ある反省・悔悟を拒絶し、日本政治の長期的な右傾化をもたらした」と明記した。
　天皇の訪中を希望し、１９９２年に実現させるなど、天皇を「元首」と見なして重視してきた共産党指導部も、最近では「天皇免責の欠陥」（同書）などと日本側の戦争責任の不十分さを取り上げ、歴史認識で安倍政権へのけん制を強めている。
　これに対し、近代史が専門の中国人歴史学者は「７０年前、蒋介石に天皇訴追や天皇制廃止という選択はなかった。今の共産党は、当時の歴史事実を見ていない」と解説する。今なお歴史問題は清算されず、両国の和解を遠のかせている。（時事通信2015/08/02-18:40）2015/08/02-18:40

戦犯リスト・識者談話
◇「中国突出」恐れる
　山極晃・横浜市立大学名誉教授（国際政治史）の話　抗日戦争中の中国では、天皇・天皇制を侵略の元凶として非難する声が強かった。１９４５年６月、軍令部でも天皇を戦犯とするリスト案が作られた。しかし、蒋介石主席は天皇・天皇制の処理問題については慎重だった。蒋介石は４４年元日の放送で、カイロ会談の際にルーズベルト米大統領に対し、戦後日本の政体問題については、軍閥を根絶した後、日本の自覚した国民による解決を待つのが良いと述べたと明かし、これは連合国共同宣言の精神に合致していると国民に訴えた。
　しかし、容易に受け入れられたわけではない。ポツダム宣言発表後の４５年７月末から８月にかけ、終戦工作を進めていた米政府は、中国が天皇を戦犯リストに入れるかもしれないとの情報に接し、もしそうなったら終戦交渉に打撃だと懸念し、その懸念を中国側に伝えた。中国政府にとっても、この問題で突出することを恐れ、やがて「天皇および天皇制の存廃問題は同盟国の共通意見に従って処理する」という方針に固まっていった。
◇日本の共産化回避のため
　粟屋憲太郎・立教大学名誉教授（日本近現代史）の話　蒋介石が天皇の訴追を行わなかったのは、日本を共産主義化させないためだった。蒋介石は、終戦当時の岡村寧次・中国派遣軍総司令官を免責しているが、それは日本陸軍の力を借りたかったからだ。毛沢東率いる共産党との対立が深まる中で、日本に援助してもらいたいという気持ちがあったのではないか。（時事通信2015/08/02-18:40）2015/08/02-18:40

